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Summary
We conduct a laboratory experiment of a“dictator game with third-party punishment”to 
examine the effectiveness of the victim’s“voice”in promoting expensive intervention by a third 
party that recognizes harassment committed. In this game, the dictator chooses whether or 
not to take the initial endowment from the recipient, and the recipient can tell the third party 
what punishment he/she wants to give the dictator. The third party chooses the reduction in 
the dictator’s endowment according to the dictator’s actions and the recipient’s request. This 
punishment has a cost; the more the third party reduces the dictator’s endowment, the more cost 
it needs to bear. The results show that about 30 percent of third parties punished the dictators 
who took the initial endowment out of the recipients; however, the recipients’requests did not 
have significant impact on punishment by third parties. In turn, the recipients’costs of requesting 
the third party have significant impact on the punishment given by the third party and the 
punishment expected by the recipients. The greater the cost in requesting, the more punishment 
was given by the third party; however, the less the recipients expect third party punishment.
要旨
本稿は、ハラスメントなどの加害行為を認識した第三者に費用のかかる介入、とくに加害者に対
する制裁を促すものとして被害者の「声」が有効であるかを検証するため、第三者が独裁者に与え
る罰則について受容者が第三者に希望を伝達することができる「第三者罰のある独裁者ゲーム」を
経済実験によって考察する。独裁者は受容者の初期保有を奪うか否かを選択し、受容者は独裁者に与
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えて欲しい罰を第三者に伝達する。第三者は独裁者の行動と受容者の希望に応じて独裁者の保有額を
いくら減らすかを選択する。この罰行動には費用がかかり、独裁者から減らす額が多いほど、第三者
の負担する費用も多くなる。実験結果は、受容者の初期保有を奪った独裁者に対して約 3 割の第三者
が罰を与えるものの、受容者の希望は第三者の罰行動に有意な影響を与えなかった。一方で、受容者
が第三者に希望を伝える際に負担する費用の大きさは、第三者の罰行動および受容者が第三者に期待
する罰の大きさに有意な影響を与えた。とくに、伝達費用が大きいほど、第三者の罰行動は大きくな
るものの、第三者の罰行動に対する受容者の期待は小さくなることが明らかになった。
１序論
人は社会集団に所属して生活をするなかで多くのハラスメント問題に遭遇する。学校や職場など
におけるいじめ、パワー・ハラスメント、セクシャル・ハラスメント、アルコール・ハラスメン
ト、デートDVなど、集団の種類や人間関係に応じて多様なハラスメントが存在している。当人が
望まなくても被害者になり得るし、直接被害を受けない第三者としてハラスメント問題に遭遇する
こともある。そして、上司と部下、教員と学生、学級内のいじめのように、加害者と被害者の間に
対等でない力関係があるような場合には、被害者本人の努力のみでハラスメントを解決することは
難しく、問題解決には第三者による何らかの関与が必要となるだろう。
第三者による関与のあり方としては説得や通報、被害者の救済などさまざまな形態があるが、加
害者に対して社会的制裁を加えるというのもその一つである。第三者による社会的制裁はハラスメ
ントのような社会規範から逸脱した行為を事前に抑制させるのに有効であり、実際、人々は自身が
直接の被害者ではないにも関わらず規範から逸脱した人間を罰しようとする傾向を持っている。た
とえば、独裁者ゲームに関するFehr and Fischbacher（2004）の実験研究では、独裁者に罰を与え
ることができる第三者のうち三分の二が、受容者に不利な配分を選択した独裁者に対して金銭的な
費用を負担して罰を与えるという結果が観察されている。現実の社会においては、加害者を罰する
ことによって自分の評判を高めるという利己的な動機を排除することはできない。しかし彼らの実
験によって、多くの人が自分の利益にならないような状況においても費用のかかる罰行動を選択す
ることが明らかになったのである。
本稿は、このような第三者の罰行動に対して被害者の「声」がどのような影響を与えるのかにつ
いて経済実験によって検証したものである。現実社会において第三者が負担する費用はときに実験
におけるそれと比して膨大であり、そのため、加害行為を認知した第三者が常にそれに関与するよ
うな行動を選択するとは限らない。たとえば、多くの市民の面前で発生した暴行（ないし殺人）事
件において、誰一人として仲裁に入ったり被害者を助けたりする人がいなかったということもめず
らしくない1。本稿は、費用のかかる関与を第三者に促す要因として被害者の「声」に注目した。
とくに、第三者の罰行動に関する被害者の希望が、第三者が実際に負担する費用にどのような影響
独裁者ゲームにおける受容者の「声」と第三者の罰行動（蛯名・山森）
−49−
を与えるのかを検証する。
本稿の実験は次のような独裁者ゲームに基づいている。独裁者、受容者、第三者の 3 プレイヤー
には初期保有として実験通貨が等しく与えられており、独裁者は受容者の初期保有を奪うかどうか
を選択する。つぎに、受容者は独裁者にどの程度の罰を与えてほしいかについて第三者に伝えるか
否かを選択する。希望を伝える場合にはあらかじめ決められている伝達費用を負担しなくてはなら
ない。最後に、第三者は受容者の希望に応じて独裁者の所有額をいくら減らすかを選択する。ただ
し、減らす額が大きいほど第三者はより多くの費用を負担しなくてはならない。このゲームにおい
て受容者が負担する伝達費用は、被害者が被害感情や処罰感情を他者に表明する際の物理的ないし
心理的な容易さを表現したパラメータであり、実験ではグループごとに異なる値をとる。このパラ
メータにより、被害者が第三者に被害感情を訴えやすい制度や環境が当事者および第三者の行動に
与える影響について検証する。
伝統的な経済学が仮定するように第三者が合理的でかつ利己的であるとすれば、独裁者の行動と
受容者の「声」に関わらず、第三者が費用を負担して独裁者を罰することは決してない。また、行
動経済学における利他的選好モデル、たとえばFehr and Schmidt （1999）の不平等回避型の選好
を第三者が持っていた場合、受容者の初期保有を奪った独裁者を罰するという第三者の行動は説明
できるものの、受容者の「声」が第三者の罰行動に影響を与えるという結果は予測されない。他方
で、過去の実験研究では自分の利益を犠牲にしても相手からの要求に従うという行動が観察されて
いる。たとえば、Yamamori, Kato, kawagoe, Matsui （2008）は、受容者に「声」のオプションが
付いた独裁者ゲームを経済実験によって検証し、受容者からの要求に従って独裁者はより公平な配
分を選択することを実証している。
本稿の主な実験結果は次の通りである。まず、受容者から奪うことを選択した独裁者に対して28%
の第三者が罰行動を選択した。これは独裁者が受容者から奪わないことを選択した場合に比べて有
意に大きく、Fehr and Fischbacher （2004）の実験結果と整合的である。次に、受容者が第三者に
希望を伝達するために負担する費用が第三者の罰行動にどのような影響を与えるのかを検証したと
ころ、伝達費用が大きくなると第三者が罰行動のために自ら負担する費用（独裁者から減らす額）も
有意に大きくなることが分かった。伝達費用が高い場合、第三者は希望罰則額を伝達した受容者の
処罰意識が非常に強いと判断して大きな罰則を選択したものと解釈することが可能であるが、第三
者が不平等を回避する目的で大きな罰則を選択したと解釈することも可能である。そこで、伝達した
希望罰則額が第三者の行動にどのような影響を与えたのかを検証したところ、第三者の選択する罰
則額の多寡が希望罰則額から影響を受けているという結果を得ることはできなかった。
以上の結果は不平等回避理論による予測と整合的であり、本稿の実験では受容者の「声」が第
三者の罰行動を促進するという結果を得ることはできなかった。しかし、各プレイヤーの他プレ
 
1  　このような事件は日本においてもたびたび発生しているが、1964年にニューヨークで発生したキティ・ジェノヴィー ズ事件は、
社会心理学において援助行動が本格的に研究される端緒となった事件として有名である。
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イヤーの行動に対する予想を検証した結果、第三者の選択する罰行動が大きいと予想する独裁者
ほど、そして、受容者が希望する罰則額が大きいと予想する独裁者ほど受容者の初期保有を奪わな
いことを選択しており、独裁者は第三者の行動が受容者の「声」に反応すると予想していた可能
性がある。また、第三者の実際の行動とは逆に、伝達費用の大きい受容者ほど第三者が選択する
罰行動が小さいと予想することが明らかになった。これは、心理学における認知的不協和の理論
（Festinger 1957; Festinger and Aronsons 1960）と整合的である。すなわち、伝達費用が高い受
容者は、伝達費用が大きくメッセージを伝えることが難しいため、「メッセージを伝えてもきっと
第三者は何もしてくれないだろう」と思い込むことにより、現状を甘んじて受け入れたのである。
現実社会においても、ハラスメントなどの被害を訴え解決してくれる環境や制度が整っていない状
況においては、被害者はなおさら第三者の関与に期待をすることができず、それが解決をよりいっ
そう困難にさせているのかもしれない。このことから、被害者にとって被害を訴えやすい環境を整
備し、訴える際の心理的ないし物理的な費用を可能な限り小さくするような対策が望まれる。
本稿の構成は次の通りである。第 2 節では実験の設計について詳しく述べる。第 3 節では実験の
仮説を立て、第 4 節で実験結果を分析する。第 5 節ではまとめとして実験結果の含意と今後の課題
について述べる。
２実験設計および実験手順
2.1　実験設計
本稿の実験は、Fehr and Fischbacher （2004）の「第三者罰のある独裁者ゲーム」を改良した
次のようなゲームに基づいている。プレイヤーは独裁者、受容者、第三者の 3 人であり、各プレイ
ヤーには等しく50トークン（実験通貨）が初期保有として与えられている。まず、独裁者は受容者
の初期保有を奪うかどうか（選択肢「O」と「R」のいずれか）を選択する2。独裁者が「O」を選
択した場合は独裁者と受容者の所有トークンに変化はないが、「R」を選択した場合は受容者から
24トークンを奪うことになり、独裁者の所有トークンは74トークン、受容者の所有トークンは26
トークンとなる。次に、受容者は、独裁者にどの程度の罰を与えてほしいかを第三者に伝えるかど
うかを選択する。ただし、第三者に希望を伝える場合は伝える内容に関わらず、あらかじめ決めら
れている伝達費用x 0を負担しなくてはならない。最後に、第三者は受容者が希望を伝達するか
どうかに関わらず、独裁者にどの程度の罰を与えるか、つまり、独裁者の所有トークンをいくら減
らすかを選択する。与える罰が大きいほど第三者はより多くの費用を負担しなくてはならない。
第三者が選択可能な負担額は、 0 、 3 、 6 、 9 、12トークンの 5 種類であり、負担額の 4 倍を独
裁者の所有トークンから減らす事ができる。すなわち、第三者が負担する額をcとすると、第三者
 
2  　なお、実験では「独裁者」、「受容者」、「第三者」、「奪う」、「罰」など、被験者に特定の行動を促す恐れのある表現は用いていない。
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の最終的な利得は50−cトークンであり、独裁者の最終的な利得は、「O」を選択した場合は50−
4c、「R」を選択した場合は74−4cトークンとなる。また、受容者の最終的な利得は、受容者が希
望を第三者に伝えない場合、独裁者の選択後に所有しているトークン数（つまり、独裁者の選択が
「O」なら50、「R」なら26）であり、希望を伝えた場合、独裁者の選択後に所有しているトーク
ン数から x を引いた値（つまり、独裁者の選択が「O」なら50−x、「R」なら26−x）となる。な
お、これらはすべてプレイヤーの共有知識となっている。
本稿の実験とFehr and Fischbacher （2004）の主な相違は、受容者が独裁者に対する罰則につ
いて第三者に希望を伝えることができるという点にある3。このような実験設計により、受容者の
独裁者に対する処罰感情が第三者の罰行動に与える影響を分析することが可能となる。また、実験
では、第三者に処罰感情を訴えやすい制度や環境が当事者および第三者の行動に与える影響につい
て検証するため、受容者が第三者にメッセージを伝える際に負担する伝達費用の多寡によって、被
害感情や処罰感情を他者に表明する際の物理的ないし心理的な容易さを表現した。たとえば、いじ
めっ子がリーダーシップをとっているクラスでは、誰かに被害を訴えたことがいじめっ子に伝わ
り、さらに被害が増すかもしれないことから、被害者がクラスメイトや先生に被害を訴えることは
心理的に負担が重い。他方で、スクールカウンセラーの常勤や自治体の設置する専門ダイヤルの存
在によってそのような心理的負担は軽減するであろう。
2.2　実験手順
実験は2014年11月18日、20日、21日の 3 日間で計 4 セッションを高崎経済大学において行った。
被験者は高崎経済大学に所属するすべての学生を対象に、ポスター掲示やビラ配布により集め、各
セッション30人、合計120人の学生が実験に参加した。実験では、 3 人 1 組のグループとなって上
記の独裁者ゲームを行うが、受容者の伝達費用x 0はグループごとに異なっており、計40グループ
のうち伝達費用26のグループが13、伝達費用 1 のグループが13、伝達費用 0 のグループが14であっ
た。なお、すべてのセッションで実験ソフトz-tree（Fischbacher, 2007）を用いた。各セッションで
は、実験におけるグループと役割があらかじめ整理番号に応じて決められており、被験者を整理番
号カードの置かれている席にランダムに席らせることで、役割およびグループを各被験者に割り当て
た。整理番号カードに加え、各座席には記録用紙、実験説明書、練習問題が用意されていたが、これ
らの書類はすべての被験者で共通であり、自分の役割は実験開始まで知らされていない。また、各被
験者は自分のグループのメンバーはもちろん、実験室にいるほかの被験者のうち、誰がどの役割であ
るのかについても知ることができないように配慮された。二重盲検法に従い、実験はすべてアルバイ
トのスタッフによって進行された。各セッションを構成する進行手順は以下の通りである。
 
3  　本稿の独裁者ゲームとは異なり、通常の独裁者ゲームでは与えられた初期配分を独裁者が受容者に「分け与える」という設計
になっている。たとえば、Fehr and Fischbacher（2004）における「第三者罰のある独裁者ゲーム」では、はじめに独裁者に
100ポイント、受容者に 0 ポイント、第三者に50ポイントが与えられており、独裁者は100ポイントから受容者に渡す額として 0 、
10、20、30、40、50ポイントのいずれかを選択する。
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【手順１：実験説明】実験内容を被験者の共有知識とするため、実験スタッフが実験説明書を読
み上げる。その後、説明書の内容を正しく理解していることを確認するために被験者は練習問題を
解く。練習問題はその場でスタッフが採点し、すべての被験者が練習問題に全問正解するまで実験
は開始されない。
【手順２：役割等の確認】すべての被験者が練習問題に全問正解した後、各被験者はPC画面上
に表示される自分の役割、他のプレイヤーの整理番号、そして自分が所属するグループの伝達費用
を確認する。
【手順３：意思決定】すべての被験者が自分の役割を確認すると、各被験者のPC画面は意思決
定画面に移行する。本稿の実験は戦略的手法に基づいており、すべての被験者の意思決定は以下の
ように同時に行われる。独裁者は受容者から24トークンを奪わない「O」か、あるいは奪う「R」
かを選択する。受容者は独裁者の実際の選択を知る前に、独裁者が「O」を選択した場合と「R」
を選択した場合のそれぞれについて「独裁者の所有トークンから減らしてほしい額」を第三者に伝
えるかどうか、伝えるとすればその額を選択する。第三者は独裁者と受容者の実際の選択を知る前
に、独裁者が「O」を選択する場合と「R」を選択する場合それぞれについて、受容者が選択する
可能性のあるすべての伝達内容に対して独裁者の所有トークンを減らすための負担額を選択する。
すなわち、受容者と第三者は実際に相手が選択した行動に対してではなく、相手が選択することの
できるすべての行動に対して自分の行動を選択するのである。したがって、受容者は 2 通りの場合
に、第三者は10通りの場合に応じた選択を行う。
【手順 4 ：質問の回答】自分の意思決定が終了すると、各被験者のPC画面は質問画面に移行す
る。質問は自分以外のプレイヤーの意思決定を予想するというものであるが、回答した内容が他の
参加者に知らされることはない。また、回答内容は獲得トークンとは一切関係がないことが周知さ
れる。
【手順 5 ：獲得トークンの確認】すべての被験者が手順 4 まで終了すると、PC画面には自分の
所属するグループの実験結果が表示される。
実験はこれで終了であり、この実験は 1 回だけしか行っていない。実験終了後、被験者には参加
報酬1000円に加えて、実験で獲得したトークンを 1 トークンあたり20円に換算して報酬として現金
で支払った。報酬の支払いは会計スタッフが担当した。被験者の平均獲得報酬は1921.5円であり、
実験時間はおよそ 1 時間であった。
３理論的予測
すべてのプレイヤーが合理的でかつ自分の獲得する利益を最大化すると想定した場合、本稿の独
裁者ゲームの理論的予測は明白である。まず、第三者は独裁者と受容者の選択に関わらず費用を負担
して独裁者を罰することはない。したがって、独裁者は受容者からトークンを奪うことを選択する。
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また、伝達費用が正の場合、受容者は独裁者の選択に関わらずメッセージを伝達することはない。
伝達費用が 0 の場合はメッセージを伝達してもしなくても無差別である。
上記の理論的予測に反し、独裁者ゲームに関する一連の実験では、独裁者が著しく不平等な配分
を避けることが知られている4。また、Fehr and Fischbacher （2004）の実験では、独裁者が受容
者との間で不平等な配分を選択した場合には、約60％の第三者が費用を負担して独裁者に罰を与
えるという行動を選択している。このような経済的利益の追求から乖離した被験者の行動を説明
するため、行動経済学は様々な利他的選好モデルを開発してきた。たとえば、Fehr and Schmidt 
（1999）の不平等回避の理論は、社会の不平等を減少させるために自己利益の犠牲を厭わないと
いう選好をモデル化している。このモデルに従えば、本稿の独裁者ゲームにおいても、独裁者が
「R」を選択した場合にのみ第三者が費用を負担して罰行動を選択することが予測される。また、
独裁者が利己的であったとしても、第三者によって与えられる罰が大きいと予想する独裁者ほど
「R」を選択することはないと考えられる。しかし、このモデルにおいて第三者はあくまでゲーム
の結果にのみ関心を払うため、受容者の伝達するメッセージが第三者の罰行動と独裁者の行動に影
響を与えることはない5。したがって、ゲームの結果は伝達費用からも独立となる。
　
４実験結果
4.1　独裁者
独裁者の役割が与えられた40人のうち、「O」を選択したのは 5 人（12.5%）、「R」を選択した
のは35人（87.5%）であり、多くの独裁者が受容者から24トークンを奪うことを選択したことがわ
かる。表 1 は伝達費用別の独裁者の選択結果を表している。
選択肢Oを選択する独裁者はいずれも少なく、伝達費用別にみても差は見られない。実際、
フィッシャーの正確確率検定を行ったところ、P値が伝達費用 1 と 0 では0.67、伝達費用 0 と26で
は0.53、伝達費用 1 と26では0.5であり、有意な差は認められなかった。このことから、理論的予測
のとおり、受容者の伝達費用は独裁者の行動に影響を与えなかったことが分かる。
表１　伝達費用別独裁者の選択割合
伝達費用 0 伝達費用 1 伝達費用26
選択肢 O R O R O R
人　数 2 12 2 11 1 12
割　合 14% 86% 15% 85% 8% 92%
 
4  　詳しくはCamerer（2003）を参照のこと。
5  　ゲームの結果だけではなく、それを導く過程の背後にある他プレイヤーの意図にまで関心を払うような選好モデルではどうで
あろうか。たとえば、Rabin （1993）、そしてDufwenberg and Kirchsteiger （2004）は、他者の行動からその人の意図を読み
取り、相手が自分に対して好意的なら自分も相手に対して好意的な行動をとるという互恵性の理論を開発している。しかし、罰
行動を希望する受容者のメッセージは第三者の利得を減らすことを意味しているため第三者にとって好意的なものではない。ま
た、第三者は受容者の取り分を増減させることもできない。したがって、不平等回避の理論と同様に、互恵性の理論によっても
受容者のメッセージは第三者の行動に影響を与えないという予測が成り立つ。
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つぎに、他プレイヤーの行動に対する独裁者の予想について検証する。以下の図 1 は、第三者が独
裁者を罰するために負担する費用に対して、独裁者がどのような予想を持っていたかを表している。
自分が選択肢Oを選択した場合に第三者が自分を罰するために負担する額について、選択肢O
を選んだ独裁者は平均で約0.6（罰則額は2.4）だと予想し、選択肢Rを選んだ独裁者は平均で約1.2
（罰則額は4.8）と予想している。この平均値の差は有意ではない（P値＝0.23）。一方、自分が
選択肢Rを選択した場合に第三者が負担する額について、選択肢Oを選んだ独裁者は平均で約7.8
（罰則額は31.2）だと予想し、選択肢Rを選んだ独裁者は平均で約4.3（罰則額は17.2）と予想して
いる。この平均値の差は有意水準10%で差が認められる（P値＝0.099）。いずれの選択肢を選んだ
独裁者も、自分がOを選ぶよりもRを選んだほうが第三者からの罰則が大きくなると予想している
が、その差は選択肢Oを選んだ独裁者の方が大きい。すなわち、実際に受容者から奪った独裁者
は、奪わなかった独裁者に比べ、第三者から受ける罰則に対して楽観的であったといえる。
以下の図２は、受容者の戦略に対する独裁者の予想を表したものである。自分が選択肢Oを選択
した場合に受容者が第三者に伝達する希望罰則額について、選択肢Oを選んだ独裁者の予想は平均
で約2.4であり、選択肢Rを選んだ独裁者の予想は平均で約6.2であった。この平均値の差は有意で
はない（P値＝0.13）。一方、自分が選択肢Rを選択した場合に受容者が伝達する希望罰則額につい
て、選択肢Oを選んだ独裁者の予想は平均で約38.4であり、選択肢Rを選んだ独裁者の予想は平均
で約20.9であった。この平均値の差は有意水準10%で差が認められる（P値＝0.074）。いずれの選
択肢を選んだ独裁者も、自分がOを選ぶよりもRを選んだほうが受容者の伝達する希望罰則額は大
きくなると予想しているが、その差は選択肢Oを選んだ独裁者の方が大きい。すなわち、実際に受
容者から奪った独裁者は、奪わなかった独裁者に比べ、受容者の処罰意識に対しても楽観的であっ
たといえる。
図１　独裁者による第三者の意思決定予想　   　
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4.2　受容者
独裁者が選択肢Oを選んだ場合に希望罰則額を第三者に伝達した受容者は、伝達費用が 0 の場合
は64%（ 9 人）、伝達費用が 1 の場合は15%（ 2 人）、伝達費用が26の場合は0%（ 0 人）であっ
た。また、独裁者が選択肢Rを選んだ場合に希望罰則額を第三者に伝達した受容者は、伝達費用が
0 の場合は85%（12人）、伝達費用が 1 の場合は54%（ 7 人）、伝達費用が26の場合は0%（ 0 人）
であった。伝達費用の有無によりメッセージを伝えるかどうかが大きく異なり、受容者の意思決定
は伝達費用に依存していることが分かる。図 3 は、希望罰則額を第三者に伝達した被験者がいる伝
達費用 0 と 1 のグループそれぞれについて、受容者の希望罰則額の平均値を表したものである。
独裁者が選択肢Oを選んだ場合、伝達費用が 0 の受容者の平均希望額は16.29であり、伝達費用が
1 の受容者の平均希望額は1.85であった。また独裁者が選択肢Rを選んだ場合、伝達費用が 0 の受
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図２　独裁者による受容者の意思決定予想　　　
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図３　受容者の平均希望罰則額  　　　  
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容者の平均希望額は35.14であり、伝達費用が 1 の受容者の平均希望額は17.54であった。伝達費用
はその内容に関わらず一定であるが、伝達費用が 0 の受容者の方がいずれの場合も希望罰則額が大
きくなっている。また、独裁者が選択肢Oを選択した場合よりもRを選択した場合の方が希望罰則
額は大きく、その差は受容者の処罰意識の高さを表していると解釈することができる。
つぎに、第三者の行動に対する受容者の予測について検証する。以下の図 4 は独裁者が選択肢O
を選択した場合、図 5 は独裁者が選択肢Rを選択した場合について、受容者の伝達内容それぞれに
対して第三者がいくら負担するかを受容者が予想したものである。
受容者は、実際に希望を伝達したかどうかに関わらず、もし伝達した場合には第三者がどのよう
な行動をとるのかを予想している。また、伝達内容 0 は伝達しなかった場合を意味している。独裁
者の選択に関わらず、いずれの伝達費用においても希望罰則額が大きくなるほど第三者が実際に与
える罰（負担する額）が大きくなると予想する傾向にあるが、その傾向は独裁者がRを選択した場
合の方が強い。また、伝達費用が小さい（ 0 と 1 の）グループの受容者の予想に比べて伝達費用が
高い（26の）グループの受容者の予想は、ほぼすべての伝達内容において小さくなっている。以下
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受容者の伝達内容
伝達費用26
伝達費用1
?????????????????
0.0
0 12 24 36 48
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
図４　独裁者が選択肢Oを選択したときに受容者が予想する第三者の負担額
図５　独裁者が選択肢Rを選択したときに受容者が予想する第三者の負担額
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の図 6 は、独裁者がOを選択した場合とRを選択した場合のそれぞれについて、受容者が予想する
第三者の負担額の平均を伝達費用別にまとめたものである。
この図からも、伝達費用の大きい受容者は第三者の負担する額について悲観的な予想をしている
ことが分かる。実際、受容者の予想が伝達費用ごとに差があるかどうかをt-検定によって検証した
結果、伝達費用の小さい 0 と 1 の間に有意な差ないが、伝達費用が26の場合は、伝達費用が 0 の場
合と 1 の場合に比べて受容者の予想する第三者罰は有意に低いことが確認された。以下の表 2 と表
3 はt-検定の結果をまとめたものである。
4.3　第三者
第三者は独裁者と受容者の選択に応じて、独裁者に罰を与えるために費用を負担するか否か、負
担するならいくら負担するのかを決定する。以下の表 4 は独裁者と受容者の何らかの選択に対して
罰行動を選択した第三者の人数と割合を伝達費用別に表している。
表２　独裁者がOを選択した場合のt-検定
伝達費用 1 伝達費用26
伝達費用 0 −0.79 2.08**
伝達費用 1 2.84***
*P＜0.1，**P＜0.05，***P＜0.01
表３　独裁者がRを選択した場合のt-検定
伝達費用 1 伝達費用26
伝達費用 0 −1.23 2.41**
伝達費用 1 3.34***
*P＜0.1，**P＜0.05，***P＜0.01
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図６　受容者の予想する第三者の負担額 　　　
表４　罰行動を選択した第三者の人数（伝達費用別）
伝達費用0 伝達費用1 伝達費用26 合計
5人（35%） 2人（15%） 4人（31%） 11人（28%）
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不平等な配分を選択した独裁者に対して50％以上の第三者が罰行動を選択したFehr and 
Fischbacher（2004）の実験に比べ、本実験では第三者全体の28％しか罰行動を選択しなかった。
罰行動を選択した被験者が限られているため、これ以降はデータを適宜プールして分析を行う。と
くに、伝達費用が 1 のグループにおいて罰行動を選択した第三者はわずか 2 名であるため、伝達費
用 0 のグループと 1 のグループをプールして低費用グループ、伝達費用26のグループを高費用グ
ループとする。
以下の表 5 は、独裁者がOを選択した場合とRを選択した場合それぞれについて、罰行動を選択し
た第三者の人数と割合、平均負担額をまとめたものである。
独裁者がOを選択した場合に比べ、独裁者がRを選択した場合の方が罰行動を選択する第三者、
およびその負担額は有意に多い。これは不平等回避理論による予測と整合的である6。
つぎに、伝達費用の違いが第三者の罰行動にどのような影響を与えたのかを検証する。以下の表
6 は、低費用グループと高費用グループの平均負担額を比較したものである。
表 4 にあるように伝達費用が高いグループよりも低いグループの方が罰行動を選択した第三者は
多いものの、独裁者を罰するために負担した額は伝達費用が高いグループの方が有意に多い。伝達
費用が高い場合、第三者は希望罰則額を伝達した受容者の被害感情や処罰意識を非常に強いと判断
して大きな罰則を選択したと解釈することが可能である。ただし、独裁者にトークンを奪われたう
えに高い伝達費用を負担した受容者の利得は 0 となるため、第三者が不平等を回避する目的で大き
な罰則を選択したものと解釈することも可能である。そこで、つぎに伝達内容が第三者の行動にど
のような影響を与えたのかを検証する。以下の図 7 は、独裁者がOを選択した場合とRを選択した
場合それぞれについて、受容者の伝達内容に応じた第三者の平均負担額を表したものである。
いずれの場合も第三者の負担額は伝達内容が大きくなるにしたがって緩やかに上昇している。
しかし、伝達内容の違いが負担額に影響を与えないという帰無仮説を分散分析によって検定した
結果、いずれの場合も仮説を棄却することはできなかった（独裁者がOを選択した場合はP値＝
表５　第三者の罰行動（独裁者の選択別）
独裁者がOを選択した場合 独裁者がRを選択した場合 差の検定：Z値
罰行動を選択した人数 4人（10%） 11人（28%） 2.005**
平均負担額 0.57 2.43 5.325***
*P＜0.1，**P＜0.05，***P＜0.01
表６　第三者の罰行動（伝達費用別）
　 低費用グループ 高費用グループ 差の検定：Z値
平均負担額 1.89 2.15 2.301**
*P＜0.1，**P＜0.05，***P＜0.01
 
6  　第三者のうち 4 名は独裁者がOを選択したとしても独裁者の利得を減少させるために費用を負担した。Fehr and Fischbacher 
（2004）の実験においても、第三者のうちわずかな被験者がこのようなSpite（意地悪）な行動を選択している。
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0.64、独裁者がRを選択した場合はP値＝0.93）。
以上の分析結果は、第三者の負担額を被説明変数とした重回帰分析によっても確認することがで
きる。
ここで、独裁者選択ダミーは、独裁者がOを選択した場合に 0 、Rを選択した場合に 1 の値をと
るダミー変数である。また、伝達費用ダミーは、低費用グループは 0 、高費用グループは 1 の値を
とるダミー変数である。これらの係数はいずれも有意に正であり、これまでの分析結果と整合的で
ある。伝達内容の係数は正であるが、定数項のないモデル（2）においてのみ有意であり、P値も
0.09と高い。
５結語
本稿では、ハラスメントなどの加害行為を認識した第三者に費用のかかる介入、とくに加害者
に対する罰行動を促すものとして被害者の「声」が有効であるかを検証するため、受容者が独裁
者に対する罰則について第三者に希望を伝達することができるオプションをFehr and Fischbacher 
（2004）の「第三者罰のある独裁者ゲーム」に付与して経済実験を実施した。伝統的な経済学はも
ちろん、行動経済学における様々な選好モデルによっても、受容者の「声」が第三者の罰行動に影
響を与えるという結果を予測することはできない。しかし、過去の実験研究では、自分の利益を犠
牲にしても相手からの要求に従うような行動が観察されており、本稿の実験においても受容者の
表７　第三者の罰行動に関する重回帰分析の結果
 （1） （2）
定数項 −0.09
独裁者選択ダミー 1.86*** 1.82***
伝達費用ダミー 0.96*** 0.93***
伝達内容 0.01 0.01*
R2 0.09 0.22
*P＜0.1，**P＜0.05，***P＜0.01
受容者の伝達内容
???????????
0
0 12 24 36 48
0.5
1
1.5
2
2.5
3
独裁者がOを選択
独裁者がRを選択
図７　伝達内容に応じた第三者の負担額  　　　
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「声」が第三者の行動に影響を与える可能性がある。
実験結果は、受容者の希望する罰則の大きさは第三者の罰行動に有意な影響を与えないというも
のであり、被害者の「声」が第三者の介入を促すという証拠を得ることはできなかった。しかし、
受容者が第三者にメッセージを伝える際に負担する伝達費用の大きさは、受容者が期待する第三者
の罰行動および実際の第三者の罰行動に有意な影響を与えており、伝達費用が大きいほど、第三者
の罰行動は大きくなるものの、第三者の罰行動に対する受容者の期待は小さくなることが明らかに
なった。この結果は、被害者にとって被害を訴える際の心理的ないし物理的な費用が大きい場合に
は、被害者は第三者の介入に期待を持てなくなるため、被害を訴えることがさらに難しくなる可能
性を示唆している。
また、独裁者のうち 9 割近くが受容者から初期保有を奪うことを選択したものの、受容者から奪
わないことを選択した独裁者は、受容者が第三者に伝達する希望罰則額が大きいと予想する傾向が
あり、独裁者は第三者の行動が受容者の「声」に反応すると予想していた可能性がある。今回の実
験では奪わないことを選択した独裁者が非常に少なく、受容者が第三者にメッセージを伝える際に
負担する伝達費用の大きさが独裁者の行動に影響を与えたという証拠は得られなかった。しかし、
伝達費用が大きければ希望を伝達する受容者は少なくなるため、一般には独裁者の行動が伝達費用
に影響を受ける可能性は否定できない。被害を訴えやすい環境作りが加害者の加害行為を抑制する
効果があるか否かを検証するためにも、再実験によってより多くのサンプルを集めることが今後の
課題となるであろう。
 （えびな　むつみ・三八地域県民局県税部課税第二課）
 （やまもり　てつお・本学経済学部准教授）
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